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 税務訴訟資料 第２５９号－４１（順号１１１５４） 

東京高等裁判所 平成●●年（○ ○）第● ●号 更正すべき理由がない旨の通知処分取消請求控訴

事件 

国側当事者・国（芦屋税務署長、目黒税務署長、吹田税務署長） 

平成２１年３月１１日棄却・上告 

 （第一審・東京地方裁判所 平成 ● ●年（○ ○）第 ● ●・● ●・● ●・● ●号、平成２０年

２月１４日判決、本資料２５８号－３４・順号１０８９２） 

 

判 決 

控訴人兼乙承継人 甲 

同            丙 

同            丁 

上記３名訴訟代理人弁護士 山田 二郎 

同            小池 信行 

同            井上 康一 

被控訴人         国 

同代表者法務大臣     森 英介 

原審第● ●号、第● ●号事件処分行政庁 

             芦屋税務署長 

             小池 重春 

原審第● ●号事件処分行政庁 

             目黒税務署長 

             渡辺 孝実 

原審第● ●号事件処分行政庁 

             吹田税務署長 

             佐々木 信五 

同指定代理人       青木 優子 

同            嶺山 登 

同            宅原 薫 

同            松下 敏彦 

同            上田 和幸 

同            中島 孝一 

同            山岡 啓二 

同            梶本 紀子 

同            佐藤 謙一 

同            森下 麻友美 

同            佐藤 正敏 

 

主 文 
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１ 本件控訴をいずれも棄却する。 

２ 控訴費用は、控訴人兼乙訴訟承継人らの負担とする。 

 

事実及び理由 

第１ 控訴の趣旨 

１ 原判決を取り消す。 

２(1) 芦屋税務署長が平成１７年５月３１日付けで控訴人甲に対してした平成１６年分の所得税

の更正の請求に係る更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。 

(2) 芦屋税務署長が平成１７年５月３１日付けで原審第 ● ●号事件原告乙（承継人甲、同丙

及び同丁）に対してした平成１６年分の所得税の更正の請求に係る更正をすべき理由がない旨

の通知処分を取り消す。 

(3) 目黒税務署長が平成１７年５月３１日付けで控訴人丙に対してした平成１６年分の所得税

の更正の請求に係る更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。 

(4) 吹田税務署長が平成１７年５月３１日付けで控訴人丁に対してした平成１６年分の所得税

の更正の請求に係る更正をすべき理由がない旨の通知処分を取り消す。 

第２ 事案の概要（略語等は、原則として原判決に従う。） 

１ 本件は、控訴人兼乙承継人ら（控訴人ら）が、その平成１６年分所得税につき、同年２月２６

日に土地及び建物を譲渡したことに伴う譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額を、所得税法

６９条１項の規定に従い、他の各種所得の金額から控除すべきであるとして更正の請求をしたと

ころ、各処分行政庁が、平成１７年５月３１日付けで、控訴人らの上記各更正の請求に更正をす

べき理由がない旨の通知処分（本件各通知処分）をしたことから、控訴人らが、上記損失の金額

が生じなかったものとみなす租税特別措置法（改正措置法）３１条１項後段の規定は、平成１６

年４月１日に施行された平成１６年法律第１４号（所得税法等の一部を改正する法律）により改

正されたものであるところ、これを同年１月１日にさかのぼって適用するものとする同改正法附

則２７条１項の規定（本件改正附則）は、租税法律主義を定めた憲法の規定に違反するものであ

り、本件各通知処分は違法であると主張して、その取消しを求めた事案である。 

 なお、原審第● ●号事件原告乙は、平成１９年５月３日死亡し、控訴人らがこれを承継した。 

２ 原審は、控訴人らの請求をいずれも棄却した。 

 当裁判所も、原審と同様に、控訴人らの請求をいずれも棄却すべきものと判断した。 

３ 関係法令、前提事実、争点及びこれに関する当事者の主張は、以下のとおり付加・訂正するほ

かは、原判決の事実及び理由の「第２ 事案の概要」１から３まで（原判決２頁１３行目から８

頁８行目まで及び２１頁初行から３０頁１１行目まで）に記載のとおりであるから、これを引用

する。 

(1) 原判決６頁初行の次に改行の上、次のとおり加える。 

「 原審第● ●号事件原告乙は、平成１９年５月３日、死亡し、控訴人らがこれを承継した。」 

(2) 原判決２１頁２０行目の次に改行の上、次のとおり加える。 

「 納税者が不利益を受ける租税法規の遡及適用の問題を２つの類型に分け、租税法規が納税

義務の内容自体を遡及的に納税者の不利益に変更する場合（第１類型）には、納税義務の性

質、不利益変更の程度、保護される公益の性質等を総合的に比較衡量して立法の合理性を判

断し、納税義務の内容自体を遡及的に不利益変更するわけではないが、遡及適用の結果、納
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税者が一定の不利益を受ける場合（第２類型）には、合理性がないといえるかどうかによっ

て、その合憲性を判断するという極めて緩やかで立法府の裁量を広く肯定するとする考え方

には根拠がなく、本件の立法が租税法規の不利益遡及立法に該当することを正面から認めて、

より厳格な違憲審査基準を採用すべきである。 

 違憲審査基準については、①ある法令が憲法上の権利を制約する場合、規制目的が非常に

強力な利益を促進するかどうかを審査するとともに、そのような目的との関係において、そ

の規制立法の達成手段が必要不可欠であることが要求される厳格な審査、②規制立法の目的

が重要な利益を促進するかどうかを審査し、その規制目的との関係で規制手段が実質的関連

性を有することが必要で、「より制限的でない他の代替手段がないか否か」が具体的・実質

的に審査される厳格な合理性の審査、③規制立法の目的が正当な利益を促進するかどうかを

審査し、その規制目的との関係で規制手段が著しく不合理であることが明白でないことを要

求するにとどまる合理性の審査という３つを基準として整理した場合、①の厳格な審査の基

準に従えば、本件改正附則の合憲性が否定されることは明らかであり、②厳格な合理性の審

査基準を採用した場合であっても、本件改正附則が違憲であるとの判断は免れない。本件改

正附則の目的の正当性が客観的に裏付けられているかどうか疑問である上、仮に、不動産の

安売り防止が規制目的として肯定し得るとしても、規制手段の必要性と合理性を立証するこ

とができないからである。そして、最も緩やかな③合理性の審査基準によって本件改正附則

の合憲性の判断をしたとしても、改正措置法を平成１６年１月１日から３月３１日までの期

間に行われた不動産取引に遡及的に適用せずに、公布後施行の大原則に従い、公布後の同年

４月１日以降の取引に適用することで何らの支障は生じないのであるから、結局、その規制

手段は、上記期間における遡及的適用を肯定する限度で、著しく不合理であるといわざるを

得ない。」 

(3) 原判決２２頁１７行目「期間税について、」から２４行目「到底許されない。」までを、次

のとおり改める。 

「 課税の対象となる所得の累積が暦年を通じて行われるという要素を持つ給与所得と異な

り、不動産の譲渡所得は、極めて限られた機会に、いわば１回限りのものとして行われるの

が通常であり、これに対する課税は、随時税である相続税や贈与税に類似する性質のもので

ある。 

 期間税にあっても、その納税義務に結びつく個々の課税要件事実の成立と実行には、その

時点において効力を有している租税法規に対する納税者の信頼が付着しているのであって、

この信頼を保護すべきことは、随時税の場合と何ら異なることはない。納税者がある経済取

引をする場合において、その結果が当該取引時点をその内に含む課税期間に係る所得税（当

該期間の終了時に納税義務が成立する所得税）の債務内容に影響を与えることが予測される

ときは、納税者は、その取引の時点において効力を有している租税法規に照らして、課税期

間の終了時に成立するであろう所得税の内容を想定し、その判断に基づいて取引を決するの

である。納税者がそのように判断することが合理的であることはいうまでもなく、納税者の

当該租税法規に対する信頼は当然保護されるべきであり、かかる信頼を裏切ってはならない

という強い要請が働くと考えるべきである。 

 控訴人らは、本件各土地及び本件各建物の売買契約（本件譲渡）の締結及び実行の時点で

は、所得税の課税において、その譲渡により生じた損失の額がその他の各種所得の額と損益
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通算がされるものと信じていたのである。不動産は、我が国においては、個人にとって最も

重要な資産であるから、個人がその所有不動産を譲渡する場合には、特に慎重にそのタイミ

ングを測るとともに、事前の市場調査、譲渡価格の設定、譲受けを希望する者の情報収集と

希望者との価格交渉等を経て取引が成立するのが通例である。特に本件各土地及び各建物の

ような高額な物件について買主を探し取引を成立させることは、容易にできることではなく、

また慎重な納税計画を必要としている。このため、不動産の譲渡に関する課税に当たっては、

その取引時点において効力を有していた租税法規に対する納税者の信頼を保護しなければ

ならない要請が特に強いといわなければならない。 

 控訴人らは、平成１５年１１月ころから、改正前措置法３１条１項の適用があることを前

提として、多額の含み損を抱えた本件譲渡による損失と、控訴人らが有限会社Ｂ（Ｂ）の解

散・清算から受ける多額の配当所得を通算をすることにより、税負担を合法的に軽減するこ

とを計画立案し、遅くとも平成１５年１１月下旬にはその実行に着手した。その後、控訴人

らは、本件譲渡を平成１６年２月２６日に完了し、Ｂの清算を同月２８日に結了させている

が、これは改正措置法の成立・公布・施行に約１か月先行している。ところが、本件改正附

則により、同年１月１日から３月３１日までの間に行われた不動産取引にさかのぼって改正

措置法が適用されることになり、同年２月２６日に実行を完了した本件譲渡によって生じた

合計５億１７５３万５５７１円もの譲渡損失と同月２８日のＢの清算に伴う残余財産（総額

９億８１１５万４１６７円）の分配により発生した配当所得との損益通算が認められなくな

った結果、控訴人らは、全体として５億１７００万円を超える損益通算が否定されることに

なり、極めて甚大な損害を受けることになった。」 

(4) 原判決２３頁６行目の次に改行の上、次のとおり加える。 

「(5) 改正措置法に盛り込まれた不動産譲渡損の損益通算廃止及びその遡及適用の措置は、平

成１５年の政府税調においても全く議論の対象とされておらず、同年１２月１７日に公表され

た自民党の「平成１６年度税制改正大綱」で唐突に取り上げられたものである。そして、平成

１６年分所得税の課税期間の初日を１月以上経過した同年２月３日に本件改正法案が国会に

提出され、平成１５年会計年度末ぎりぎりの同年３月２６日に成立し、同月３１日に公布され

たものである。この間、一般国民に対して、損益通算の廃止、特にその遡及適用の措置が事前

に周知されることはなかった。 

 本件改正附則は、このように国民に対する十分な事前の周知がされることなく施行されたも

のであり、納税者の予測可能性や法的安定性を害するものであったが、本件の立法には、納税

者にそのような犠牲を強いてまで、平成１６年１月１日に遡及させるほどの合理性はない。 

 被控訴人は、改正措置法による損益通算の廃止措置は、税率の引下げ等の措置と「一つのパ

ッケージ」になって土地市場の活性化という政策目的の実現に資するものであり、早急の実施

が適切かつ必要であった旨主張し、これを更に敷衍して、「損益通算の廃止ないしパッケージ

全体の適用時期を遅らせるとすれば、その間に節税のための損益通算を目的とした安売りによ

る土地の売却を招いて、土地市場に不測の影響を及ぼすことが予想された」とし、不意打ちの

「後出し遡及立法」を意図していたことを主張している。 

 しかしながら、本件の立法に当たって、国は、個人が抱えている含み損のある不動産が全国

にどのくらい存在し、不動産の譲渡損失の損益通算禁止の措置を１年間遅らせることによって

どの程度の土地の売却がなされ、それが土地市場に対してどのような影響を与えるかについて
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の経済分析を一切行っていない。このような分析を根拠としない「土地市場に対する不測の悪

影響のおそれ」なるものは、漠然とした危惧や抽象的な懸念にすぎず、納税者の予測可能性と

法的安定性を犠牲にしてもなお本件立法を正当化できるだけの合理的な根拠にはなし得ない。 

 仮に、被控訴人主張のように不動産譲渡損の損益通算制度を廃止すると不動産の安売りを助

長することになるとしても、その改正措置法の施行は、同法が公布された平成１６年３月３１

日以後とすれば十分であり、同年１月１日までさかのぼる必要はない。期間税である所得税に

ついても、年度途中から改正法を適用することとした立法例は、過去にも存在したのである。」 

第３ 当裁判所の判断 

１ 前記第２の前提事実に証拠（甲２から５まで、１５、乙５から７まで、１１、１４）及び弁論

の全趣旨を総合すれば、次の事実が認められる。 

(1) 平成１６年度の税制改正に関し、平成１５年１２月１５日に政府税制調査会において「平

成１６年度の税制改正に関する答申」が取りまとめられ、これには、「あるべき税制」の構築

に向けた基本的視点として、現在、我が国が、少子・高齢化、グローバル化等の構造変化に直

面している中で、公平な社会を構築し、将来にわたり持続的な経済社会の活性化を実現するた

め、税制を新たな社会にふさわしい姿に再構築するための抜本的改革を進めていかなければな

らないとし、その際、①個人や企業の自由な選択を妨げず、経済活動に中立で歪みのない税制

を基本としつつ、構造改革を推進し、経済社会の活性化を図るため必要な対応を行うこと、②

経済社会の構造変化に対応しきれず、税負担の歪みや不公平感を生じさせている税制上の諸措

置の適正化を図ること、③納税者にとって分かりやすい簡素な税制を構築すること、④安定的

な歳入構造を構築すること、⑤地方分権の推進と地方税の充実確保を図ることの各視点が重要

であるとの記載がある。 

 そして、これを受けて自由民主党において取りまとめられた「平成１６年度の税制改正大綱」

において、平成１６年度改正においては、デフレ不況を一刻も早く克服するための思い切った

経済活性化対策に取り組むこととした、として、土地譲渡益課税については、土地市場の活性

化に資する観点から、長期譲渡所得の税率を引き下げるとともに、長期譲渡所得の１００万円

特別控除、譲渡損失の他所得との損益通算を廃止するとしている。 

(2) 改正前措置法では、土地建物等の長期譲渡所得に係る損益通算の制度は、分離課税の対象

となる土地建物等の長期譲渡所得に対する課税については、利益が生じた場合には２６パーセ

ントの比例税率による分離課税とされていたが、損失が生じた場合には最高税率５０パーセン

トで総合課税の対象となる他の所得の金額から控除することができることとなっており、税率

や特別控除の取扱いにおいて、株式等に対する課税の取扱いと異なっていた。そこで、改正措

置法では、株式等に対する課税とのバランスを踏まえ、長期譲渡所得の税率を２６パーセント

（うち住民税６パーセント）から２０パーセント（うち住民税５パーセント）へ引き下げ、土

地建物等の長期譲渡所得の金額の計算上生じた損失の金額については、土地建物等の譲渡によ

る所得以外の所得との通算及び翌年以降の繰越を認めないこととし、さらに、税負担の調整の

ための措置として控除することとされていた長期譲渡所得の１００万円の特別控除が廃止さ

れた。これにより、土地市場における使用収益に応じた適切な価格形成の実現を図り、土地市

場の活性化を図ること、ひいては土地価格を安定化することが期待された。 

(3) これらの改正は、適用を１年間遅らせるとした場合、節税のための損益通算を目的とした

安売りによる土地の売却を招いて、土地市場に不測の影響を及ぼすおそれがあることから、そ
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の適用を遅らせ、翌年から行うこととすることは適当でないこと及び長期譲渡所得の税率の引

下げ等とが一つのパッケージとされていることから、本件改正附則により、平成１６年１月１

日以後に行う譲渡について適用することとされた。 

(4) 控訴人らは、平成１５年１１月ころ、控訴人らが出資者であったＢの銀行借入金の返済の

ために、同社が保有する上場有価証券を売却し、銀行借入金を返済した後、同社を解散・清算

し、残余財産を控訴人ら出資者に分配することとしたが、これにより控訴人らに多額の配当所

得が発生するため、控訴人らが保有していた本件各土地及び各建物を売却することによって生

ずる損失と損益通算することで税負担を合法的に軽減することを計画し、改正前措置法の適用

を受けることを前提として本件譲渡を行った。 

 控訴人らは、本件改正附則が適用される結果、合計５億１７００万円を超える損益通算が否

定されることになった。 

２ 以上の事実を踏まえて、本件争点について判断する。 

(1) 所得税はいわゆる期間税であり、これを納付する義務は、国税通則法１５条２項１号の規

定により暦年の終了の時に成立するものとされている。また、その年分の納付すべき税額は、

原則として所得税法１２０条の規定により確定申告の手続によって確定するところ、譲渡所得

の金額の計算上生じた損失の金額を各種所得の金額から控除する（損益通算する）ことは、所

得税の納税義務が成立した後の納付すべき税額を確定する段階で初めて行うものであり、個々

の譲渡の段階で行うものではなく、対象となる譲渡所得の計算も、個々の譲渡の都度されるも

のではなく、１暦年を単位とした期間で把握される。したがって、本件のように、所得税に関

する法規が暦年の途中に改正され、これがその年分の所得税について適用される場合、暦年の

最初から改正法の施行までの間に行われた個々の取引のみについてみれば、改正法が遡及して

適用されることになるとしても、所得税の納税義務が成立する暦年の終了時においては改正法

が既に施行されているのであるから、改正法が遡及して適用され納税義務の変更をもたらすも

のであるということはできないというべきであり、本件改正附則は、厳密な意味では遡及立法

であるということはできない。 

(2) しかしながら、本件のように暦年当初への遡及適用によって納税者に不利益を与える場合

には、憲法８４条の趣旨からして、その暦年当初への遡及適用について合理的な理由のあるこ

とが必要であると解するのが相当である。 

 そして、暦年当初への遡及適用に合理性があるか否かについては、「租税は、今日では、国

家の財政需要を充足するという本来の機能に加え、所得の再分配、資源の適正配分、景気の調

整等の諸機能をも有しており、国民の課税負担を定めるについて、財政・経済・社会政策等の

国政全般からの総合的な政策判断を必要とするばかりでなく、課税要件等を定めるについて、

極めて専門技術的な判断を必要とすることも明らかである。したがって、租税法の定立につい

ては、国家財政、社会経済、国民所得、国民生活等の実態についての正確な資料を基礎とする

立法府の政策的、技術的な判断にゆだねるほかはなく、裁判所は、基本的にはその裁量的判断

を尊重せざるを得ないものというべきである。」（最高裁昭和６０年３月２７日大法廷判決・民

集３９巻２号２４７頁参照）と解されるところから、立法府の判断がその合理的裁量の範囲を

超えると認められる場合に初めて暦年当初への遡及適用が憲法８４条の趣旨に反するという

ことができるものというべきである。 

(3) 本件改正附則の合理性についての判断は、以下のとおり付加・訂正するほかは、原判決の
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事実及び理由の「第３ 争点に対する判断」における記載（原判決１１頁１５行目から１５頁

６行目まで）のとおりであるから、これを引用する。 

ア 原判決１３頁１９行目「これが」を「不動産の譲渡所得は１回限りのものとして行われる

のが通常であるからさかのぼって適用する必要はなく、改正措置法」と改める。 

イ 原判決１３頁２２行目「所得税の」から１４頁６行目までを、次のとおり改める。 

「改正措置法を暦年途中である平成１６年４月１日から適用した場合には、適用前の譲渡に

ついて生じた損失又は利益を事業所得のような経常的な所得の金額の計算上生じた損失

又は利益とどのように損益通算するのか等の問題が生じ、これらの問題を立法によって解

決するとしても、これにより納税申告事務及び徴収事務の負担が増大し、混乱が生じるこ

とは明らかであり、同じ暦年において取扱いが異なることにより納税者間に不平等が発生

するという問題も容易に予想される。 

 そうすると、改正措置法を成立・施行前の平成１６年１月１日にさかのぼって適用する

合理性・必要性があったものということができる。」 

ウ 原判決１５頁６行目の次に改行して、次のとおり加える。 

「 控訴人らは、本件の立法については、自由民主党の税制改正大綱の内容が全国紙の一部

にわずかに報道されただけで、事前の予告が不十分で、周知されていなかったにもかかわ

らず、国民に不利益な損益通算の廃止措置を遡及適用させたのであるから租税法律主義に

反すると主張する。しかし、納税者個人の予測可能性に反することのみをもって直ちに不

利益遡及立法に該当するものと解し、租税効果に対する予測可能性を保障しようとすると、

およそ不利益な内容を含む租税法規の改正はできないこととなる。また、納税者の予測が

各個人によってまちまちで、どのような場合に予測可能性があるかを判定することが困難

であることからすると、納税者個人の予測を完全に保護することが、かえって法的安定性

を害する結果になることも否定できないところである。そうすると、租税法規の改正に当

たっては、納税者個人の予測可能性を完全に充足することまでは要求されていないものと

解される。」 

(4) 以上の諸事情を総合的に勘案すると、改正措置法３１条１項後段の規定を歴年当初に遡及

適用を行うものとした本件改正附則には、合理的な理由があり、立法府の合理的裁量の範囲を

超えるところはないというべきである。 

３ したがって、本件改正附則が憲法８４条の趣旨に反するものということはできない。 

４ よって、控訴人らの請求はいずれも理由がない。 

第４ 結論 

 以上によれば、原判決は相当であるから、本件控訴をいずれも棄却することとして、主文のとお

り判決する。 

 

東京高等裁判所第１民事部 

裁判長裁判官 一宮 なほみ 

   裁判官 土屋 文昭 

   裁判官 始関 正光 


